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概要 今年 2010 年は，「国民読書年」とされている。振り返れば，2000 年の「子ども読書
年」を皮切りに，「子どもの読書活動の推進に関する法律」(2001)，「子どもの読書活動に関
する基本的計画(第 1 次)」（2002），「子どもの読書活動に関する基本的計画(第 2 次)」（2008）
さらに「文字・活字文化振興法」（2005）と，21 世紀に入って以後，「読書」を前面に打ち
出した政策が次々と発表されてきた。そもそも「読書」は政策として国を挙げて推進され
るべきものなのだろうか。 
 本稿では，昨今打ち出された読書推進の各政策の傾向を検討し，読書活動の定義が曖昧
であること，政策として打ち出すべきは環境の整備であること，環境整備のための具体的
指標の明示の必要性を課題として示した。 
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１ はじめに 
21 世紀に入って以後，読書推進を前面に打ち
出した政策が次々と発表されている。 
2001 年には「子どもの読書活動の推進に関す
る法律」が成立し，これに基づいて国の第１次
基本的計画が 2002 年に，第 2 次基本的計画が
2008 年に策定された。2009 年 3 月末現在 47
都道府県，4 割近くの市町村で計画が策定され１，
早いところでは 2期目の計画が策定されている。
2005 年には「文字・活字文化振興法」が成立し
た。2007 年に発表された新学習指導要領では，
読書活動がより多く取り上げられている。そし
て今年 2010 年は，「国民読書年」として，「あ
らゆる努力を重ねる」とされている。 
これらの政策が推進されてきている背景には，
1 冊も本を読まない「不読者」がいること２，「テ
レビ，ビデオ，インターネット等の様々な情報
メディアの発達･普及や子どもの生活環境の変
化(略)などにより，子どもの「読書離れ」が指
摘されている」３とされている。 
「不読者」がいることは事実であろう。しか
し果たしてこれは半世紀前と比べて増えたのだ
ろうか。そしてそのことは何が問題なのだろう
か。「テレビ，ビデオ，インターネット等の様々
な情報メディアの発達･普及や子どもの生活環
境の変化(略)などにより，子どもの「読書離れ」
が指摘されている」のは，明らかな証拠がある
のだろうか。 
一つ一つ取り上げると，反証も多く出ている。
にもかかわらず「読書」を前面に打ち出した政
策が発表され続けている。そもそも「読書」は
政策として国を挙げて推進されるべきものなの
だろうか。 
わが国の読書政策については，松岡４が子ど
もの読書活動推進に関する法律，子どもの読書
活動の推進に関する基本的計画（第 1 次），文
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 字・活字文化振興法を，篠原５が子どもの読書
活動推進に関する法律，国の子どもの読書活動
の推進に関する基本的計画（第 1次及び第 2次）
と地方自治体の推進計画を，それぞれ取り上げ
て概観し，分析を加えている。米谷６は国の第 1
次基本計画ならびに，それに基づいて地方自治
体で策定された基本的計画における読書の概念
と策定時期等の外形式を中心に分析を行った。 
松尾７は，自身が昭島市の読書活動推進計画
に関わった経験から，自治体の読書活動推進計
画について提言を行っている。 
岩崎８は，「子どもの読書活動推進に関する基
本的な計画（第 2 次）」の課題をあげ，英米の
読書支援策を紹介した。また，それに先立つ岩
崎の「子どもの読書活動推進の傾向と課題」９で
は，それまでの子どもの読書活動推進策を概観
して，「子どもの読書をめぐる行政施策を取り上
げて，2000 年頃は読書行為そのものを重視した
環境整備が提唱されていたのに対し，2005 年頃
には言語力・思考力や問題解決能力向上のため
の手段としての読書が推進されている傾向がう
かがえる」としている。 
福永１０は「「読書推進政策と図書館」として，
過去 10 年の読書推進政策を新学習指導要領も
含めて概観し，「読書が好きな子どもを育成する
ために図書館はどうあるべきか」という問いを
設定してそれを検討した。 
いずれも，子どもの読書活動推進に関する法
律やその基本的計画を中心課題としているため，
子どもの読書推進政策という観点からのものが
多い。 
本稿では，以上の先行研究を踏まえたうえで，
最近本格始動し始めた「国民読書年」にかかわ
る施策を中心に，対象を子どもに限定せず広く
最近の読書推進政策等をとりあげ，その傾向を
探り，課題を明らかにする。 
 
２ 研究方法 
 国の「読書」に関する政策の傾向を探るため，
その定義や施策の方向を示した法令その他の文
書を抽出し，それらを対象として「読書」の定
義やその推進策についての記述を検討した。 
 今回対象としたのは，文部科学白書平成20年
版(2009年3月発表)「第2部文教・科学技術施策
の動向と展開 第1章生涯学習社会の実現」中の
「第5節読書活動の推進」で取り上げられている
施策である。 
「政府全体の取組」の記述からは，平成
13(2001) 年12 月「子どもの読書活動の推進に
関する法律」，14 (2002)年8 月「子どもの読書
活動の推進に関する基本的な計画」，20(2008)
年3 月の「新たな計画」すなわち「子どもの読
書活動の推進に関する基本的な計画（第2期）」，
平成17(2005) 年7 月「文字・活字文化振興法」，
20(2008)年6月閣議決定の2010年の「国民読書
年」，20(2008)年6 月の改正図書館法を取り上
げた。 
 次項「読書活動推進のための施策」には，「子
どもの読書プロジェクト」，「これからの図書
館の在り方協力者検討会議」，「学校図書館図
書整備5ヵ年計画」「学校図書館機能の活用高度
化に向けた施策」が述べられている。このうち，
「子どもの読書プロジェクト」（09年予算規模1
億5560万円）は，「子どもゆめ基金」（約23億円）
とともに，鳩山政権になって廃止が決定した１１
ため，これ以外の，図書館の在り方協力者検討
会議による報告書，「学校図書館図書整備5ヵ年
計画」「学校図書館機能の活用高度化に向けた
施策」関連文書を対象とすることにした。 
 さらに参考として，「読書」に最も深い関係の
ある文部科学省の施策のうち，初等中等教育の
学習内容を規定して 2008 年に改定された小学
校・中学校・高等学校の新学習指導要領も併せ
て検討対象とした。 
 
３ 各施策の検討 
まず，各施策ごとに，読書についての記述を
検討していく。 
3.1 「子どもの読書活動の推進に関する法律」 
 1993 年に発足した「子どもと本の議員連盟」
は活動目標に，学校図書館法改正，子どもの本
を中心にした国際交流，子どもの本の館を柱に
 掲げていた。学校図書館法改正が 1997年に実現，
また子どもの本の館として国際子ども図書館が
2000年に開館した。そして「子どもの未来を考
える議員連盟」と名称変更し，子どもの読書活
動を国として支援するために，2000年を子ども
読書年とすることを提案。それが決議されると，
子どもの読書を振興する法律の制定が企図され，
2001 年議員立法によって，「子どもの読書活動
の推進に関する法律」が 2001年 12月成立した
１２。 
 この法律では，読書活動を，「子どもが，言葉
を学び，感性を磨き，表現力を高め，創造力を
豊かなものにし，人生をより深く生きる力を身
に付けていく上で欠くことのできないもの」（第
2 条）としている。そして「すべての子どもが
あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に
読書活動を行うことができるよう，積極的にそ
のための環境の整備が推進されなければならな
い。」としている。 
 当初法案には盛り込まれていなかった「環境
整備」が条文に入れられたことで，「読書推進の
基本は環境整備であると明確に規定された」た
め「第 2条の変更の意味は大きい」と篠原は評
価する１３。 
 また，当初の法案で「学校その他の関係機関」
となっていたところに「学校，図書館その他の
関係機関」と「図書館」の語が加えられたとこ
ろも意義深い。 
ただし，篠原が指摘するように，それ以外の
変更点はなく，そのため第 2条で環境整備をう
たっておきながら，たとえば第 10条「国民の間
に広く子どもの読書活動についての関心と理解
を深めるとともに、子どもが積極的に読書活動
を行う意欲を高めるため、子ども読書の日を設
ける」(下線は筆者による)などは、読書環境整
備というよりは読書活動そのものを督励する内
容になっており，整合性を欠く。 
読書環境の整備を基本とするのか，読書活動
そのものを督励する趣旨なのか，曖昧な点が残
されたままになっている。 
 
3.2 「子どもの読書活動の推進に関する基本的
計画」(第 1次)  
本計画では，読書の意義については，法律の
条文を引用し「子どもが，言葉を学び，感性を
磨き，表現力を高め，創造力を豊かなものにし，
人生をより深く生きる力を身に付けていく上で
欠くことのできないもの」と定義していた。そ
して読書活動推進計画策定の背景として，「さま
ざまな情報メディアの発達･普及や子どもの生
活環境の変化，さらには幼児期からの読書習慣
の未形成などによ」って，「子どもの「読書離
れ」が指摘されている」としている。 
国の第 1次計画について、松岡１４は「現場の
状況を考慮せず全校一斉の読書活動を行うよう
な過度の取り組みを求めかねない内容がある」
こと、「具体性が乏しい」、「自治体の策定す
べき指針の役割を示していること」「数値目標
が示されていないこと」「図書館の専門的職員
の役割を積極的に評価し,その配置を促してい
る」ことを特徴としてあげている。 
筆者は以前に，国の第 1次基本的計画及び，
それに基づいて策定された地方自治体の読書活
動推進計画を分析し、地方自治体の計画におけ
る「読書」概念について，国の計画の表現をそ
のまま用いた地方自治体の計画の中には，一見，
インターネット利用と読書が対立する要素であるか
のような表現や，新しいメディアを否定するかのよ
うな記述になっているものさえみられることを示し，
「このような表現は，「読書」に「情報を得るための
読書」の側面を含めることを排除しているようにさえ
見える」ことを指摘した１５。 
 
多くの計画は、国の法律・基本的計画の読
書の意義を踏襲して、情操面や人間性の育成
といった面を読書活動の意義として求めてい
た。そして、その推進すべき｢読書活動｣は、
およそ「本を読むこと」と同義であることを
前提として述べられていた。その場合の「本」
とは、多くの計画では明記されなかったもの
の、おそらく熊本県、宮城県の計画にあるよ
うに、マンガ、雑誌、攻略本、教科書、新聞
 などではなく、いわゆる読みものや絵本が想
定されていると考えられ、いわゆる「教養読
書」「思索のための読書」が第一に想定されて
いると推察される。 
「これからの時代に求められる国語力につい
て」１６は、「ここでいう読書とは、文学作品を読む
ことに限らず、自然科学・社会科学関係の本や
新聞・雑誌を読んだり、何かを調べるために関係
する本を読んだりすることなども含めたものであ
る」としている。「読書」はこのように様々なものを
読むことを含めると定義した上で、「思索のため
の読書」と「情報を得るための読書」１７を分けて考
える必要があるのではないか。 
現代危惧されているのは、このうち「思索
のための読書」の減尐であるといえる。「思
索のための読書」に必要なのは、良い読書材
と読む環境と思索する力であり、このうち、
読書材を揃え、読む環境を整えることこそ、
行政が施策として行うべきことであるといえ
よう。(略) 
なお、読書にはもう一面、「情報を得るため
の読書」という側面がある。情報を得るため
に「読む」ことであり、雑誌や新聞、パンフ
レットを読むのはこの情報読書としてである。
そして、この側面では、近年発達してきたイ
ンターネットが情報の検索においても提供に
おいても優れている。(略)このような状況下
で必要なのは、インターネット利用と読書を
対立させたり、新しいメディアを否定するこ
とではない。「読書」を多面的に捉えて、「情
報を得るための読書」にはインターネットの
情報を「読む」ことも含めて考えてはどうだ
ろうか。それに応じて情報機器を図書館・学
校図書館に準備し、その利用教育についても
きちんとした対応策をとっていくことが必要
であろう。 
 
また，国の計画と多くの地方自治体の計画に
見られるように「「さまざまな情報メディアの
発達･普及」がなぜ，「子どもの「読書離れ」」
を起こすのかについての具体的な根拠を示さな
いままに，用いられているケースが多」いこと，
「読書離れ」は「最近起こった問題ではなく，既に
40 年以上も前から問題視されていた現象であり，
不読者率は減尐の傾向にあるとしている現状では，
「読書活動」を法律等を以て推進しようとするのか，
「読書離れ」の言葉だけでは明確な理由を示して
いるとはいえないことが指摘され，「読書離れ」とし
て問題視されている場合の「読書」は，主として「思
索のための読書」であることを明確に示す必要
があった」とも指摘を行った。 
  第1次計画は 2002年度からおおむね 5年間と
されており，2007年には新たな第 2次計画が策定
されている。 
 
3.3 「子どもの読書活動の推進に関する基本的
計画」(第２次)  
2008年策定の第二次基本計画は，松岡１８が欠
けていることを指摘した具体的数値目標を，以
下の項目で明記している。 
 
＜読書活動推進計画＞ 
 ・市町村の策定 50％以上へ 
＜公立図書館＞ 
・ボランティア 7万人を 10万人へ 
・ホームページ実施 約 56％を本館数の
90％以上へ 
・コンピュータ設置率及びオンライン閲覧目
録導入率 100％へ 
＜学校＞ 
・公立学校における超高速インターネット接
続率おおむね 100％ 
 
具体的な数値目標が明記されたことは，第 1
次計画とは異なった特徴といえる。ただし，そ
の中には「ボランティア 10万人」が含まれ，人
的配置という公の責任で行うべきことをボラン
ティアに置き換えた点で承服しがたい。また，
学校の情報化は「教育の情報化」政策によって
進められているものの，情報化政策の中では学
校図書館への視点は希薄である。たとえばここ
で述べられている超高速インターネット接続率
 は学校図書館からのインターネット接続率では
なく，あくまでも学校からの接続率であり，イ
ンターネット情報資源は，学校図書館と切り離
されて考えられる傾向があることには注意すべ
きだろう。 
資料や人という根幹の問題に対しての具体的
目標がなく，周辺の問題についての目標にとど
まっている感が否めない。 
岩崎１９はさらに，ハンディキャップをもつ子
どもたちへの支援の言及が抽象的にとどまって
いること，行政施策であるにも拘らず財政基盤
が強固とはいえないこともあげた。 
読書の意義について，第 2次計画では，第 1
次計画同様に，法律の条文を引用し「子どもが，
言葉を学び，感性を磨き，表現力を高め，創造
力を豊かなものにし，人生をより深く生きる力
を身に付けていく上で欠くことのできないもの」
と定義し，続いて，第 3章の基本的方針で以下
のように述べている。 
 
 読書を通じて，子どもたちは読解力や想像
力，思考力，表現力等の生きる基礎力を養う
とともに，多くの知識を得たり，多様な文化
を理解したりすることができる。また，書籍
や新聞，図鑑などの資料を読み深めることを
通じて，自ら学ぶ楽しさや知る喜びを体得し，
さらなる知的探求心や真理を求める態度が培
われる。(略)  
また，読書は，子どもたちが自ら考え，自ら
行動し，主体的に社会の形成に参画していく
ために必要な知識や教養を身に付ける重要な
契機となる。特に，社会が急激に変化し，複
雑化していく中で，個々人が読書活動などを
通じて，生涯にわたって絶えず自発的に学ぼ
うとする習慣を身に付けていくことは大変重
要である。このように，知的活動の基礎とな
る自主的な読書活動は，法律第 2条や文字・
活字文化振興法第 1条が規定するように，人
格の完成と個人の能力の伸長，主体的な社会
参画を促すものとして，民主的で文化的な社
会の発展に不可欠のものである。 
 
第 1次計画と異なるのは，「言葉を学び，感性
を磨き，表現力を高め，創造力を豊かなものに
し，人生をより深く生きる力を身につける」と
いう，法の文言に加えて，「読書は読解力や想像
力，思考力，表現力等の生きる基礎力を養うと
ともに，多くの知識を得たり多様な文化を理解
したりすることができる」「主体的に社会の形成
に参画していくために必要な知識や教養を身に
付ける重要な契機」を加えていること，また，
「読む」対象として「書籍や新聞，図鑑などの
資料」と具体的に挙げていることである。 
「図鑑」は調べるために用いる参考図書の１
種であり，これを「読む」対象に加えているこ
とは，「調べ読み」「情報を得るための読書」を含
めているとも言える。 
第1次計画やそれに基づいて策定された多くの
自治体の計画とは様相を異にしていると言えよう。 
これは子どもの読書が 2000 年代最初の頃と
は異なって，「読解力をつけるための読書が要請
されるようになった」(篠原)２０，「言語力・思考
力や問題解決能力向上のための手段としての読
書が推進されている傾向」（岩崎）２１であるの
かもしれない。もちろん，「読解力や言語力，考
える力をつけることと自由な読書をすることが
混同」されてはならないが，情報社会において，
情報獲得のための「読書」も読書の一側面とし
て考えないわけにはいかないだろう。その意味
では，これまでどちらかというと「読書活動」
に含めるか含めないか曖昧であった「調べ読み」
「情報を得るための読書」の概念を読書推進計画
に盛り込んだとして，その点は評価したい。 
ただし，上のような表現がある一方で，「３第
一次基本計画策定後の子どもの読書活動を取り
巻く情勢の変化」では，「(４)情報化社会の進展」
と題して「子どもたちのテレビ，インターネッ
トサイトの見すぎ，ゲームのしすぎなどに伴う
文字活字離れが懸念されているところである」
という記述があるなど，インターネット情報源
やテレビ視聴とを情報獲得行動ととらえず読書
と対立させる考えも依然としてあることを示し
 ており，やはり整合性の欠如は指摘できよう。 
 
3.4 文字・活字文化振興法 
 「子どもの読書活動推進に関する法律」が制
定されたが，読書離れは大人にも見られる傾向
であることは，大方の認識としてあった。この
要請をもとに，2005 年に成立したのが，文字･
活字文化振興法である。 
「国民読書年」が，この「文字・活字文振興
法」制定 5 年を記念して設定されるなど，読書
と極めて関わりが深い法律だが，この法律の本
文中に「読書」という文言そのものは出現して
いない。 
2 章定義で，「「文字・活字文化」とは，活
字その他の文字を用いて表現されたもの（以下
この条において「文章」という。）を読み，及
び書くことを中心として行われる精神的な活動，
出版活動その他の文章を人に提供するための活
動並びに出版物その他のこれらの活動の文化的
所産をいう。」としており，「読む」ことは「文
字・活字文化」の一部といえる。 
本法律では，「文字・活字文化」を，「人類
が長い歴史の中で蓄積してきた知識及び知恵の
継承及び向上，豊かな人間性の涵養並びに健全
な民主主義の発達に欠くことのできないもの」
とし，「知的で心豊かな国民生活及び活力ある
社会の実現に寄与するである」ことを目的とし
て掲げている。 
 読む対象については，「活字その他の文字を
用いて表現されたもの」とし，それを「（以下
この条において「文章」という。）」としてい
る。図書館ならびに学校図書館の充実を述べる
条項で「国及び地方公共団体は，公立図書館が
住民に対して適切な図書館奉仕を提供すること
ができるよう，司書の充実等の人的体制の整備，
図書館資料の充実，情報化の推進等の物的条件
の整備その他の公立図書館の運営の改善及び向
上のために必要な施策を講ずるものとする」「学
校図書館の図書館資料の充実及び情報化の推進
等の物的条件の整備等に関し必要な施策を講ず
るものとする。」(下線部は筆者による)と，「情
報化の推進」を挙げていることから，「活字そ
の他の文字」の媒体，すなわちメディアの種類
を特に限定せず，広く情報を入手することを含
んだ概念であることが窺える。 
文字・活字文化推進機構の肥田理事長の，「基
本理念ではわが国の法律で初めて「言語力」に
ふれた。言語力とは読む力，書く力とこれらの
力を基礎とする言語に関する能力のことである。
読む力・書く力を基盤とした言語とはほかでも
なく，話す力・聞く力を含む人間のすべての表
現力を包摂する。情報収集能力やその分析能力，
調査能力をはじめ，自分が蓄積した知識や教養
を活用したり，応用したりして社会や仕事に生
かしていく能力までもが含まれる」という解説
２２からも，上のことは裏づけられよう。 
 
3.5 国民読書年 
 2010年を国民読書年とすることは，2008年 6
月 6日衆議院本会議及び参議院本会議で決議さ
れた。 
決議文では，「活字離れ，読書離れが進み，読
解力や言語力の衰退が我が国の精神文明の変質
と社会の务化を誘引する大きな要因の一つとな
りつつあることは否定できない。」（衆議院本会
議決議）あるいは，「年齢層を問わず，読書への
興味が薄れていると言わざるを得ない。これが
言語力，読解力の衰退や精神文明の変質の大き
な要因の一つとなりつつあることは否定できな
い」（参議院本会議決議）として，「こうした気
運の一層の発展をめざし」，平成二十二年を新た
に「国民読書年」と定め，「国をあげてあらゆる
努力を重ねることをここに宣言する」としてい
る。 
 「活字離れ，読書離れ」や「読書への興味が
薄れ」ていることが決議の背景にあるとしてい
るのは第 1次子ども読書活動推進計画と同様で
ある。加えて，「活字離れ，読書離れ」や「読書
への興味が薄れ」がどのくらい起こっていてそ
れが言語力・読解力の衰退とどのようにかかわ
っているのかは明示されていないのもまた，同
様である。よって「活字離れ，読書離れ」が相
 変わらず「印象」に基づいたものであるという
感は払拭できない。 
さらに，「あらゆる努力」とは何についてなの
か。「あらゆる努力」をどのように重ねていくの
か，が述べられておらず，漠然とした決議とな
っている。 
 国会採択を受けて，6 且 16 日には，文字・活
字文化推進機構が主催して「『国民読書年』国会
決議に関する報告集会」が開催され，そこでア
ピールが公開された。「今回の決議はネット社会
が広がる時代だからこそ，国民一人ひとりの自
主的な読書活動が，日本の将来にとって極めて
大切であることを訴えており，私たちはこの立
法府の期待にしっかりと応えてまいります」と
して，読書教育の拡充，新聞を活用した教育活
動支援，学校図書館・公共図書館の充実，人材
育成による読書推進の基盤づくりなど言語力向
上に取り組む」ことと「国際子ども読書年に関
する決議｣の採択を国連総会に提唱し読書立国
日本を内外にアピールすることを宣言している。 
  実質上「国民読書年」推進の中心組織であ
る文字・活字文化推進機構の理事長である肥田
は「国民読書年の一番大きな課題は，本や新聞
などの文字・活字文化と親しむことの大切さを
広く啓発する点にある」としている２３。 
そして，文字・活字文化推進機構は，2008年11
月には「各界の英知を結集した国民読書年推進
会議を設置し」，「国民読書年行動計画」を発表
した。 
国民読書年推進会議は，安藤忠雄氏を座長と
して委員 24 名，顧問 3 名が名を連ねる。ただ
しここに図書館関係者の名前は見当たらない。 
「国民読書年行動計画」２４では，「活字文化
と電子メディアの共生をめざす」として，以下
の 7 項目の取り組み事項を挙げている。 
 
(1)公共広告機構はじめ各種メディアの協力
を得て，学校，家庭，職場におけるGNR（＝
Gross National Reading 国民総読書量）の
底上げを図り，国民の不読率の引き下げに
努める。 
(2)社会人を対象とした言語力（読む・書く・
聞く・話す）向上のためのシンポジウム，
講座，研修などを企業単位，地域単位で開
催する。 
(3)学校における言語教育の具体策として，読
書推進や新聞活用教育の実践を促すととも
に，2009 年秋「言語力検定」を開始して，
新学習指導要領に基づく言語活動や，子ど
もたちの読解力の向上を支援する。 
(4)全国の学校図書館，公共図書館の現状調査
を行い，人材・図書資料・施設などの整備
拡充策を提言するとともに，国・自治体に
対して図書館のさらなるレベル向上を働き
かける。 
(5)読書活動の教育的・社会的な有効性に関す
る総合的な調査研究を実施し，2010 年に中
間報告を行う。 
(6)世界の子どもたちが，等しく子ども時代に
ふさわしい本と出合えるよう，国連に対し
て「国際子ども読書年」決議の採択を働き
かける。 
(7)2010 年10 月29～31 日の3 日間，幅広い
国民の参加のもと，それまでの読書活動の
集大成として「国民読書年祭典」を実施す
る。 
 
7 項目のうち，(4)は読書環境の整備といえる
が，そのほかは，読書そのものの督励活動であ
るといえる。読書という個人的な営みが国をあ
げて督励されるべきものかという根強い疑問に
対する正面からの解答はこの計画を見る限りは
得られない。 
「活字文化と電子メディアの共生をめざす」
と前文で述べているが，(1)でいう国民総読書量
には，電子メディアによって提供される情報の
「読み」は含めるのであろうか。国民総読書量
はどのようにしてそれを測定し，効果を測るの
だろうか。文化庁が実施した「国語に関する世
論調査」(2008 年度)２５は，「雑誌，マンガを除
く」として調査している（ただし雑誌等を除く
意味は述べられていない）が，雑誌･新聞を「読
 む」行為はどのように扱うのだろうか。 
(6)の「世界の子どもたち」には，当然日本国
内にもいる，障害や貧困のために読書と縁を結
びにくい子どもも含まれる。障害を持った子ど
もたちへの支援，貧困にさらされている子ども
たちへの支援は具体的にはどのようにするので
あろうか。日本国内の、読書にハンディキャッ
プをもつ子どもの支援を考えるところからが最
初であろう。 
 全体的に，祭典やその他の行事以外には，具
体的な実施策が見えない。 
 これによって，どのように行動を起こし，そ
の効果を測るのか，きわめて不明点の多い行動
計画であり，明瞭さを欠く政策であると言わざ
るを得ない。 
 
3.6 改正図書館法 
 図書館法改正は，教育基本法改正(2006年12
月)，社会教育法改正(2007年6月)を受けて2008
年6月に実施された。 
改正が加えられた主な条項は以下のとおり２６
である。 
・第3条図書館奉仕 
・第5条関連 司書資格要件 
・第7条の新設 
・第15条図書館協議会 
本研究で対象とする「読書」の文言そのもの
は，図書館法中では，図書館奉仕の一つとして
読書会を主催すること(第3条6項)に挙がってい
るのみで，特に改定された内容と直接の影響は
ない。 
ただし，「図書館資料」を「利用」すること
には，読むことが必然的に含まれていると考え
ると，第3条で図書館資料に「電磁的記録（電子
的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては
認識することができない方式で作られた記録を
いう。）」が加えられたことは，「読書」にとって
大きな変更点といえるだろう。 
ただし，図書館で「電磁的記録」の収集・提
供がどのくらい積極的に行われているだろうか。
たとえば，利用者向きにHP閲覧のサービスを用
意している公立図書館は約55％（回答数2970の
うち計1641：町村288，市1084，政令都市133，
特別区80，都道府県56）であった２７。また商用
データベースの代表例である，日経テレコン，
21，Lexis Nexis JPを導入しているのは154自治
体（213館），そのうちそのサービスが紹介され
ているのは81館，利用者が直接検索可能と明記
されているのは71館であった。以上からみると
「電磁的記録」は，図書館資料の1種としてどの
図書館でも利用可能になっているとはいえない
状況である。 
塩見は図書館法改正の国会の審議の中で，公
立図書館整備の現況や課題，司書の問題が取り
上げられたことを紹介している２８。これによる
と，多くの議員から「公立図書館整備が遅れて
いる，自治体間の格差が大きい」などの趣旨の
発言が相次いだものの，政府答弁は町村レベル
の不備は認めながらも図書館の整備は自治体の
判断であるという発言にとどまり，質問者とか
み合わなかったこと。司書の必要性と司書の配
置義務が13条に明示されていないことが繰り返
し指摘されたものの，やはり自治体の判断を尊
重するしかないという答弁であった。 
塩見によれば，「図書館法の改正に際して，
国会で実質的な審議が行われるのは極めて珍し
いこと」という。 
これは裏返せば図書館が政治を行う立場の人
間にとってあまり意識されてこなかったという
ことだろう。 
それが今回このように多くの時間が審議に充
てられたことは，一つの進歩と言えるかもしれ
ないが，結果としては，司書配置義務など根幹
の要求は通ってはおらず，図書館整備に関して
大きな進歩はみられない。読書推進政策がこれ
だけ打ち出されながらも，環境整備に目が向い
ていない証拠であるともいえる。読書推進にと
って環境整備が必要不可欠であり，その筆頭が
図書館とそれに関わる人の整備であることを，
引き続き強くまた広くアピールしていく必要が
ある。 
 
 3.7 これからの図書館の在り方協力者検討会
議 
「これからの図書館の在り方協力者検討会議」
は，文部科学省によって，「今日の図書館の現
状や課題を把握・分析し，生涯学習社会におけ
る図書館の在り方について調査・検討を行う」
ために数回設けられてきた。 
これまで，「これからの図書館像－地域を支え
る情報拠点をめざして－」（2006 年 3 月），「図
書館職員の研修の充実方策について」（2008年 6
月），「司書資格取得のために大学において履修
すべき図書館に関する科目の在り方について
（報告）」（2009 年 2 月）の提言･報告を行って
いる。 
「これからの図書館像」では，「「公立図書
館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成13
年文部科学省告示第132号）施行後の社会や制度
の変化，新たな課題等に対応して，これからの
図書館運営に必要な新たな視点や方策等につい
て提言を行っ」ている。 
この中の「第1章よびかけ」では，「地域住民
のみなさんへ」として，「文部科学省が平成16
年度に実施した「親と子の読書活動等に関する
調査」によれば，保護者が子どもを「図書館へ
連れて行く」等の支援をしている場合，本を読
むことが好きな児童・生徒の割合が高いという
結果も出ています。子どもの読書活動を推進す
る上で図書館が果たす役割は，ますます大きく
なっています。」として，子どもの読書に関す
る図書館の役割を述べた。 
「第2章提案これからの図書館の在り方（７）
児童・青尐年サービスの充実」でも，「読書活
動は，子どもが，言葉を学び，感性を磨き，表
現力を高め，創造力を豊かなものにし，人生を
より深く生きる力を身に付けていく上で欠くこ
とのできないものである」と子ども読書活動推
進法の文言を引き，「また，読書を通じて，読
む力及び書く力並びにこれらの力を基礎とする
言語に関する能力を涵養することができる。未
来を担う子ども達がこういった力を身につける
ことは，我が国の継続的な発展のために大変重
要である」と読解力養成のための読書の効用を
述べている。そして，親と子の読書活動等に関
する調査」の結果を再度引いて，家庭での読書
支援の重要性を説くとともに，「「生徒の学習
到達度調査」で読解力が第1位のフィンランドで
は，読書を積極的に推進しており，人口当たり
の図書館数が多く，図書館利用率が非常に高い
と言われている」と，図書館数の充実の必要性
も指摘している。 
 また，「第2章提案これからの図書館の在り方
（4）紙媒体と電子媒体の組合せによるハイブリ
ッド図書館の整備」では，「情報化の進展に伴
い，電子媒体の利用を進め，印刷媒体とインタ
ーネット等による電子媒体を組み合わせて利用
できる図書館（ハイブリッド図書館）を目指す
ことが緊急の課題となっている」，「（5）多様
な資料の提供」では，「これまでの図書館は，
図書の提供が中心であったが，今後は，図書だ
けでなく，雑誌記事や新聞記事も重視すること
が必要である。また，地域資料や，地域の機関
や団体が発行しているパンフレットやちらしを
提供することも，地域の課題解決や地域文化の
保存の観点から重要となってくる」と，さまざ
まな形態の情報提供が求められることを述べて
いる。 
 当会議が発表したほかの報告書「図書館職員
の研修の充実方策について」，「司書資格取得の
ために大学において履修すべき図書館に関する
科目の在り方について（報告）」は，いずれも図
書館専門職としての司書養成や研修についての
ものであり，読書の意義や概念に直接言及した
ところはみられなかった。 
 
3.8「学校図書館図書整備5ヵ年計画」 
 2002年度から2006年度までについて，学校図
書館図書整備計画5ヵ年計画により，学校図書館
図書標準達成のために増やすべき冊数を整備す
るための経費として総額約650億円毎年度約130
億円の措置が講じられてきた。 
 今回は，新たに2007年度から2011年度までの
学校図書館図書整備5ヵ年計画を策定し，更新冊
 数分をも措置して，総額1000億円，単年度約200
億円（増加冊数分約80億円，更新冊数分約120
億円）の地方財政措置が行われ，これによって5
年間で学校図書館図書標準の達成を目指すとさ
れている２９。 
 「学校図書館図書標準」は，1993年3月に整備
すべき蔵書数の目標について設定された。小学
校，中学校及び特別支援学校のその規模別に，
整備すべき蔵書数が設定されているのだが，問
題点がある。 
一つは，福永３０も指摘しているとおり，高等
学校あるいは幼稚園・保育園は「学校図書館図
書標準」では設定されていないことである。 
もう一つは，この「標準」が設定されたのは
15年以上前であり，しかも整備すべき学校図書
館資料が「図書」のみに限られていることであ
る。仮に図書冊数だけを取り上げるとしても，
20世紀末から21世紀に入ってその流通量に大き
な変化があった３１のにもかかわらずそれが全く
反映されていない。全国学校図書館協議会の提
案する「学校図書館メディア基準」３２とは大き
な開きがあることはよく知られていることであ
る。 
もちろん現況は，この低い「標準」ですら達
成できていない学校図書館が約半数あり，この
現実を考えれば，これをまずクリアすることが
喫緊の課題であるともいえる。そこでは，予算
が地方交付税措置であるため自治体での予算計
上が伴わない場合が頻出し，結果として地域間
格差がかなり拡大していることが，最大の問題
点として挙げられよう。子ども読書活動推進計
画で「学校図書館図書標準」ではなく，「学校
図書館メディア基準」の達成を目標として明記
している自治体がある３３ことを考えても，地域
間格差の拡大は地方自治体の意識格差であると
も言え，ある程度国が主導して整備していくこ
との必要性が感じられる。 
 
3.9「学校図書館機能の活用高度化に向けた施策」 
文部科学省の21年度新規事業として，「学校
図書館の活用高度化に向けた実践研究と児童生
徒の読書習慣の確立に向けた実践研究の2本を
大きな柱に，21年度は235百万円が概算要求され
ていた。 
 このうち，「児童生徒の読書習慣の確立に向
けた実践研究」では，10の地域を子ども読書の
街づくりプロジェクトに指定して，総合的な取
り組みを進めるとしている。 
 事業の趣旨は，「「子どもの読書活動の推進
に関する法律」に基づく政府の「子どもの読書
活動の推進に関する基本的な計画」を踏まえ，
子どもが自主的に読書活動を行うことができる
よう，環境の整備を図るとともに，施策の総合
的かつ計画的な推進を図る」となっている。 
 地方自治体の実行委員会または教育委員会へ
の委託によって行われ，受託した街は，「子ど
も読書の街」として指定されるとともに，「子
どもの読書習慣の確立に向け，学校と家庭・地
域とが連携した活動の在り方について，地域の
実情に応じた具体的な研究テーマを立てて調査
研究を行う」とされている。研究テーマの例と
して挙がっているのは，学校教育での読書指導，
中学・高校期等における効果的な活動の開発，
学校から家庭・地域に向けた情報発信，学校の
読書活動における地域人材の活用の促進等であ
る。環境の整備としては，最後の読書活動への
人材活用ということになるが，地域の人材活用
というのは要するにボランティアとしての活用
が主として想定されていると考えられ，子ども
読書活動推進計画（第2次）でボランティア活用
を数値目標として挙げることと同様の奇異感が
ある。 
その他は読書活動そのものを督励する事業で
あり，趣旨とのずれが見られる。 
 
3.10 新学習指導要領 
 2008年3月に発表された小学校新学習指導要
領（2011 年度より完全実施）・中学校新学習指
導要領（2012 年度より完全実施），及び 2009
年に発表された高等学校の新学習指導要領
（2013年度より完全実施）は，いずれも「言語
に関する関心や理解を深め，言語に関する能力
 の育成を図る上で必要な言語環境を整え，児童
（生徒）の言語活動を充実させること」と，「言
語力」「言語活動」への言及が盛り込まれたこと
が大きな特徴となっている。これは指導要領改
訂に先立って発表された，中央教育審議会の答
申「教育内容に関する主な改善事項」の第一に
「言語活動の充実」が挙げられていたことが大
きい。 
 新学習指導要領の総則では，「学校図書館を計
画的に利用しその機能の活用を図り，児童の主
体的・意欲的な学習活動や読書活動を充実する
こと」(小学校)「学校図書館を計画的に利用しそ
の機能の活用を図り，生徒の主体的・意欲的な
学習活動や読書活動を充実すること」(中学校)
となっている。第１章総則第４の２教育課程実
施上の配慮事項は現行の学習指導要領と変化が
ないが，小学校の同解説を例示引用しておくと，
以下のようになっている。（小学校学習指導要
領解説３４） 
 
今回の改訂においては各教科等を通じて児
童の思考力・判断力・表現力等をはぐくむ観
点から，言語に対する関心や理解を深め，言
語に関する能力の育成を図る上で必要な児童
の言語活動の充実を図ることとしている。そ
の中でも，読書は，児童の知的活動を増進し，
人間形成や情操を養う上で重要であり，児童
の望ましい読書習慣の形成を図るため，学校
の教育活動全体を通じ，多様な指導の展開を
図ることが大切である。このような観点に立
って，各教科等において学校図書館を計画的
に活用した教育活動の展開に一層努めること
が大切である。各教科等においても，国語科，
社会科及び総合的な学習の時間で学校図書館
を利活用することを示すとともに，特別活動
の学級活動で学校図書館の利用を指導事項と
して示している。 
 
しかし，各教科の指導要領では学校図書館の
利活用についてふれているのは、国語科，社会
科及び総合的な学習の時間と特別活動の学級活
動のみに限定されており，他の教科での言及は
見られない。よって国語科・社会科・総合的な
学習以外では，指導要領にある「調べ」という
学習活動が，現場では，学校図書館の利活用に
直結しない可能性がある。 
学校図書館は読書センターでありかつ学習情
報センターでもあるという視点に基づいて，全
教科でより踏み込んだ，学校図書館の利活用に
関する記述が求められるのではないだろうか。 
 
４ 考察 
以上の結果を踏まえ，現代日本の「読書推進」
政策，特に現在展開されている｢国民読書年｣の問
題点を以下のように指摘できる。 
4.1 読書活動の定義の曖昧さ－「情報読み」の
扱いの 2方向の混在 
情報の形態が多様化するようになって，「読書」
の形態や定義に揺らぎが生じている。各政策に見
られる「読書対象」をみると，対象を本等の印刷資
料に限った読書と印刷資料以外の情報メディアに
まで広げた読書に分けられた。後者が，「情報読
み」まで広げた概念で述べているとすると，前者は
今日もなお本で提供されていることの多い内容を
読むことを中心にしている，つまり「教養読み」や
「楽しみ読み」を主な対象にしているといえるだろう。
そこで，読書の定義を大きく，本中心かつ｢教養読
み｣･「楽しみ読み」に限定したもの（Ａ群）と，インタ
ーネット情報源等も含んで「情報読み」にまで拡大
したもの（Ｂ群）の２つに分けることができる。 
これまで検討した中では，子ども読書活動推進
法，子ども読書活動推進計画（第 1 次）はＡ群に，
文字・活字文化振興法，第 2 次子ども読書活動推
進計画，新学習指導要領はＢ群に類別されるとい
えるだろう。そして，学校図書館図整備計画は図
書以外の資料を想定していないという意味で，Ａ
群に入れることができる。 
Ａ群では，さまざまな情報メディアの発達･普
及が「読書離れ」を引き起こすという主張を背
景としている。が一方，Ｂ群では，さまざまな
情報メディアの情報を獲得することも読むこと
に加えているのであるから，正反対の主張とい
 うことになる。 
 これらが混在していては，「読書」政策に一
貫性が保たれないどころか，矛盾が生じてしま
う。時代の趨勢によって流れが変わってきたという
のではなく，年代に関わらず二つの方向のものが
混在しているのが問題なのである。そして，政策に
よっては一つの政策の中でも混在している。 
 一般的に，インターネットの普及と読書時間の
減尐について，その因果関係は全く証明されてい
ない３５。石井桃子著『子どもの読書の導きかた』は
1960 年の刊行であるが，この著書の最初は「近頃
の子どもは本を読まない」という母親の声で始まっ
ている（石井はそれについて，環境が変わったの
だと述べているが）。子どもが本を読まないという
「印象」は半世紀前から既にあったということをこの
ことは示している。現代社会においてインターネッ
トの普及が読書を妨げているという論理は，1960
－70 年代に読書と相対する元凶として槍玉に挙
げられた「テレビ」に，半世紀後の現代には携帯電
話やインターネット加わっただけで，何も証明され
ていないと同様であるといえよう。 
新学習指導要領では，「本を中心とした資料
から新聞や雑誌，インターネットなど様々なメ
ディアへと，その活用や情報収集の範囲も広が
っていく。それに応じて，本や文章の読み方を
広げていく必要がある」「実際に，読書を日常
的に行う生活をつくっていくために，本だけに
限らず，新聞や雑誌，パンフレット，インター
ネットのホームページなど，様々な資料を活用
できるよう工夫する」（小学校学習指導要領国
語解説 5－6 学年 読み）など，「情報読みも「読
み」に含めている３６ことが読み取れる。この傾向は，
既に前回･前々回改定の学習指導要領でも見られ
「全体として，資料を読み通すことからコンピュータ
や情報通信を用いて情報を集めることへの重心の
移行３７」がみられた。情報を集めることだけに読書
が傾いても，それはそれでまた片手落ちというもの
だろうが，教養や楽しみのために読むことと，情報
を集めるための読むことをバランスよく行えるように
していくのが，「読書」の本質ではないだろうか。 
 よって，読書推進政策はまず，この姿勢を根本
にきちんと据えるべきであろう。そこから議論をは
じめていかなければ，本を媒体とする「教養読み」
「楽しみ読み」が減尐し読書量が減った？という
「印象」だけに基づいて政策が行われても，実効
性は乏しい。 
「国民読書年」は 2008年に決議されたが，そ
の決議文が「読書離れ，活字離れ」を背景として述
べていること，決議の後の宣言の「ネット社会が
広がる時代だからこそ，国民一人ひとりの自主
的な読書活動が，日本の将来にとって極めて大
切であることを訴えており」という一文からみ
ても，Ａ群の特徴が色濃いように見受けられる。 
「国民総読書量」は何を持って読書量とするの
か明らかでない。印刷資料の本で読めば「読書」
であり，同じ内容を「青空文庫」なり，他のインター
ネットサイトで，あるいはダウンロードして携帯端末
で読めば「読書」とは扱われないのだろうか。推進
しようとする「読書」は図書を読むことに限定される
のだろうか。図書以外の情報獲得行動は推進され
ないのだろうか。 
読書をインターネットと相対するものとして
捉える姿勢に基づくことを止めて，新時代の「読
書」を推進する活動となり，またそれをきちん
と打ち出すことが望まれる。 
 
4.2「環境の整備」路線の保持の必要性 
 「子どもの読書活動の推進に関する法律」が，
環境整備を述べたものであるはずであるのに対
して，その法律の中でも揺れがあったように，
その後の読書推進政策は必ずしも環境整備の路
線に沿ったものばかりでなく，読書活動そのも
のの督励が第一目的にみえるものも見られた。
それぞれの政策に揺れが見られる。 
 「国民読書年」については「国民読書年行動
計画」7項目の中で，うち１項（4）は公立図書
館・学校図書館の整備をうたう一方で，他の項
目では読書活動そのものを督励する文言が見ら
れる。活動の中心課題を「本や新聞などの文字･
活字文化と親しむことの大切さを広く啓発･普
及する点にある」３８としているなど，環境整備
も謳いながらも中心は読書の督励である印象だ。
 「じゃあ，読もう」というキャッチフレーズか
らもそれが感じられる。 
「読書」の定義が揺らいでいるところでその
大切さの啓発･普及を言っても効果は期待でき
ない。また読書活動の普及、読書量の上昇は結
果として言えることに過ぎない。 
国が政策としてなすべきは，まず読書環境を
整えることである。 
「これからの図書館像」報告にもあるように，
日本は 1人当たり図書館数が，先進国の中で格
段に尐ない。また資料と人を結びつける「人」
の大切さが言われながら，一方で図書館職員の
数は年々減尐し続けている。特に，安定して継
続してその職に専念できる，専任正職員の数の
減尐傾向は著しい。子どもの通う小中高校で司
書教諭発令があっても，減免措置がないまたは
尐ない減免時間数のために，学校図書館の現場
には相変わらず「人」がいないことも多い。自
治体が独自で設置する学校司書も，多くの場合
不安定な非常勤職員である。 
 これらの問題解決を脇において，意識向上を
訴えたところで，実効性のある政策とはいえま
い。 
 政策としてすべきは環境整備であることをき
ちんと認識して，その路線を揺れなく保持すべ
きである。 
 
4.3 具体的指標や予算規模明示の必要性 
子ども読書活動推進計画（第 1次）において，
その成否の指標が明確でないことは問題として
既にあげた３９。 
「国民読書年」についても同様のことが言え
る。主体が国民読書年推進会議であることや主
な活動計画は発表されているが，それらが何を
目指しどのような予算規模で行われるのかは明
らかにしていない。シンポジウム，「言語力検
定」，国民読書祭典などの行事以外の計画，た
とえば，「学校における言語教育の具体策とし
て，読書推進や新聞活用教育の実践を促す」こ
とや「国・自治体に対して図書館のさらなるレ
ベル向上を働きかける」こと，は何を実行し，
また指標として，何をもって効果を測定するの
であろうか。「「国民総読書量」の底上げを図
り，国民の不読率の引き下げに努める」として
いるものの，これらをどのようにして測定する
のか，いつと比較して上げ・下げを言うのかは
明記されていない。そもそもこれが施策の指標
として適切なのか検討が必要だ。 
英国は 1998 年と 2008 年に「国民読書年
（National Year of Reading: NYR）」を実施し
た。2008年の国民読書年報告書「Reading :The 
Future」では，主たる対象を低所得者層や移民
など読書を困難に感じている人としていたこと
を示し，予算規模や図書館登録者の 230万人増
など数値による成果も報告している４０。 
 日本でも「国民読書年」を契機に「読書バリ
アフリー法」の成立を望む声があるようだ４１。
しかし，「国民読書年行動計画」には，読書活動を
督励する内容が多く見られる一方で，障害や貧困
によって読書にハンディキャップのある人たちへの
具体的なプランは見られない。 
また，国民読書年推進会議に図書館からのメン
バーは入っていない。行動計画の(4)には，図書
館の充実がうたわれているが，充実を訴えていくと
いう内容にとどまっており，「読書」の一翼を担う場，
すべての国民の知的自由を保障する場としての図
書館の現状･問題点をきちんと把握して，その改善
に具体的に取り組む姿勢が希薄な印象の施策と
なっている。 
先述したように，政策としてすべきはまず環境
整備である。一年という時間と労力をかけて実施
する「国民読書年」が，尐しでも実りのあるものにな
るよう，すべての人が読書に自由に向かうことがで
きる読書環境を整える視点で具体的な施策を盛り
込み，その成果を国民読書年の指標の一つとして
いくことが望まれる。 
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１２ この経緯は、松岡(前掲 4)ならびに篠原(前掲 5)に詳
しい 
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１４前掲 4 p38 
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１６ 文部科学省「これからの時代に求められる国語力に
ついて」2004.2
（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/bunka/tous
hin/04020301.htm）(2010.3.1 確認) 
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化推進機構の役割」『読書と図書館』2008.6 p227－228 
２３ 肥田美代子「2010 年「国民読書年」に向けて」『図
書館雑誌』2009.7 p438-439 
２４ 文字・活字文化振興機構「国民読書年計画」
（http://www.mojikatsuji.or.jp/pdf/2010dokushonenpl
an.pdf） （2010.2.28 確認） 
２５ 文化庁「平成 20 年度「国語に関する世論調査」の
結果について」
（http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/yoronchou
sa/h20/kekka.html） （2010.2.28 確認） 
２６塩見昇「二〇〇八年図書館法改正とその意義、課題」
『新図書館法と現代の図書館』（塩見昇, 山口源治郎編
著）日本図書館協会 2009.12 p17-18 
２７ JLA 図書館調査事業委員会「公共図書館のコンピ
ュータの導入について（『日本の図書館』2007 より）」
『図書館雑誌』Vol102 No10 2008.10 p730-731 
２８塩見昇「二〇〇八年図書館法改正とその意義、課題」
『新図書館法と現代の図書館』（塩見昇, 山口源治郎編
著）日本図書館協会 2009.12 p15-16 
２９ 文部科学省初等中等教育局児童生徒課「新たな学校
図書館図書整備５ヵ年計画について」『学校図書館』683
号（2007.9）p14-15 
３０前掲 10 p277 
３１ たとえば、新刊書籍数は、1993 年は 48053 点、2007
年は 76978 点と 1.6 倍以上に増加している（『出版年鑑』
出版ニュース社） 
３２ 全国学校図書館協議会 「学校図書館メディア基準」
(http://www.j-sla.or.jp/material/kijun/post-37.html) 
（2010.2.28 確認） 
３３「豊中市子ども読書活動推進計画」(2005 年)など 
（http://www.lib.toyonaka.osaka.jp/management/toyo
_kodomo_dokusho/kodomo_dokusho.html）（2010.2.28
確認） 
３４ 文部科学省「小学校学習指導要領解説総則編」
（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/educa
tion/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2009/06/16/12
34931_001.pdf） （2010.2.28 確認） 
３５ 「全米芸術基金の調査は何の実証的な証拠もなしに、
読書の危機の元凶として新しい電子メディアを名指し
した。ギオイアの主張によれば、「『危機に立つ読書』は
大多数のアメリカ人が既に気づいている大きな文化的
転換－エンタテイメントと情報のための電子メディア
に向かうという社会の大規模な移行――を単に証拠立
てて数量化したに過ぎない（NEA2004 vii）(略)「私
たちはこの技術的な説明を信念として受け入れるよう
に期待されているようだが、それは文学の読者が 7 パー
セント低下したということに過ぎず、調査自体が示す実
証的データからは支えられない。 
(略)2002 年文学を読む人も読まない人も同じだけ-3 時
間相当―テレビを見ていた。しかしインターネットは役
割を果たしたかもしれない。・・しかしながら文学読書
の低迷が過程でのインターネット利用の増加と時期的
に一致していることは、単なる偶然の一致かもしれない。
「芸術への国民の参加に関する調査」は文学作品の読書
の代わりにインターネット・サーフィングを行っている
                                                                            
のか問うてはいない。（NEA30） 
 電子メディアが読書を殺しつつあるという主張を実
証的証拠で解明する試みは、全体としては成功していな
い」 
キャサリン・シェルドリック・ロス『読書と読者』京都
大学図書館情報学研究会 2009，p27－28 
３６小学校学習指導要領国語解説より 
3-４年 読み 
「イ記録や報告の文章，図鑑や事典などを読んで利用す
る言語活動  観察や調査したことなどを記録したり報
告したりした文章を読んだり，図鑑や事典などを利用し
たりする言語活動である。いずれも課題を解決しようと
調べるのに必要な本や文章である。「第３指導計画の作
成と内容の取扱い」1の(5)「本の題名や種類などに注目
したり，索引を利用して検索をしたりするなどにより，
必要な本や資料を選ぶこと」に配慮することが必要であ
る」 
「オ 必要な情報を得るために，読んだ内容に関連した
他の本や文章などを読む言語活動  必要な情報を得る
ために，読んだ内容に関連した他の本や文章などを取り
上げて読む言語活動である。疑問や課題を解決するため
には，１冊の本や１編の文章だけでは解決できないこと
もあり，関連する様々な本や文章を併せて読む必要があ
る。ここで取り上げる「他の本や文章」は，説明的な文
章だけでなく，物語や詩などの文学的な文章も含まれて
いる」 
5-6年 読み 
「イ効果的な読み方に関する指導事項 
目的に応じて，本や文章を比べて読むなど，効果的な読
み方を工夫することを示している。 
高学年になると，調べるために資料を集めたり，同じ作
者や課題について数多くの作品を読んだりするなど読む
目的も多様化する。また，調べる範囲も学校図書館から
地域の公共図書館や資料館などへと広がる。さらには，
本を中心とした資料から新聞や雑誌，インターネットな
ど様々なメディアへと，その活用や情報収集の範囲も広
がっていく。それに応じて，本や文章の読み方を広げて
いく必要がある。「効果的な読み方」には，比べ読みの
ほか，速読，本や文章全体を概観しながら拾い読みする
摘読，同じ課題で多くの本を重ねたり並行させたりして
読む多読などがある。このような多様な読み方の中から，
目的に応じて，効果的な読み方を選択し，活用すること
が重要である。」 
「実際に，読書を日常的に行う生活をつくっていくため
に，本だけに限らず，新聞や雑誌，パンフレット，イン
ターネットのホームページなど，様々な資料を活用でき
るよう工夫する。それまでの国語辞典中心の利用から，
各種の事典などで事柄を調べ，図書資料を活用すること
へと発展させたり，本や情報を検索する様々なメディア
の活用の仕方を身に付けさせたりするようにしていく必
要がある。また，学校図書館や公共図書館などとのネッ
トワークを活用し，読書環境を整備して児童の読書生活
を高めていくことにも配慮する。 
３７ 米谷優子「学習指導要領「学習指導要領における
読書活動の扱いの変遷に関する研究 : 中学校学習指
導要領をとりあげて」『日本図書館情報学会研究大会
                                                                           
2007 年発表要綱』（日本図書館情報学会）2007, 
p89-92 
３８ 肥田美代子「2010 年「国民読書年」に向けて」『図
書館雑誌』Vol.103  No7 （2009．7）  p439 
３９ 前掲 6 p46 
４０ 「2008 年の英国「国民読書年」の報告書が公表さ
れる」カレントｱウェアネス-E No.148  2009.4.22 
４１ 『図書館雑誌』は「2010年「国民読書年」に向け
て」という特集を組み（Vol.103 No.7： 2009 年 7 月号），
「国民とは言うまでもなく，知的障害や認知症の方も含
めたすべての国民を指します」として，「多様な読書ニ
ーズにこたえる」という副題をつけて，ハンディキャッ
プのある人の読書支援を特集している。 
